
グローバル会計基準の覇権争いは終わったのか

石 川 雅 之

１．はじめに

グローバルスタンダードの観点から見ると、1990 年代は会計基準の国際的ハーモナイゼー

ションの時代、2000 年代はコンバージェンスの時代といえるかもしれない。そうであるとする

と、次の 2010 年代はアドプションの時代なのかもしれない。実際、2010 年代の終わりには

IFRS の勢いはかなりのものであった。とはいえ、いまだ IFRS
1
がグローバルスタンダードと

してその地位を確立したというわけではない。

IFRS がグローバル会計基準としての位置づけを確固たるものとするには、米国での適用と

日本での適用が必要である。ただ、日本も米国もいつ強制適用を開始するかを決定するだけで

あって、強制適用の開始は時間の問題とみられていた。ということは、グローバル会計基準の

覇権は IFRS の設定主体である IASB の手に落ちたも同然と考えられていたといってもよいで

あろう。ところが、最近になってそのような見方は変わってきた。最近では日米における

IFRS の強制適用はないだろうという見方も強まってきているように思われる。

金融庁が IFRS による財務諸表作成の容認について方針を示したのは 2009 年６月のことで

あった
2
。当初金融庁は、一定の要件を満たす企業に対し 2010 年３月期の年度から国際会計基

準による連結財務諸表の作成を容認するとともに、2012 年を目途に IFRS の強制適用について

判断するとの中間報告を発表した。そして、準備期間は少なくとも３年とし、2012 年に判断し

た場合には 2015 年または 2016 年に適用を開始、合わせ、それまで認めていた米国基準による

財務諸表の提出は 2016 年３月期までとしていた。

ところが、2011 年６月 21 日、閣議終了後の記者会見で自見庄三郎金融担当大臣は、IFRS の

適用の方針について「少なくとも 2015 年３月期についての強制適用は考えておらず、仮に強制

適用する場合であってもその決定から 5∼7 年程度の十分な準備期間の設定を行うこと、2016

年３月期で使用終了とされている米国基準での開示は使用期限を撤廃し、引き続き使用可能と

する」との見解を表明したのである
3
。

それまでは IFRS の導入は時間の問題であり、海外に上場していない企業であってもいずれ

IFRS による財務諸表の作成が求められるはずであり、その流れが後退することはありえない

ものとみられていた。しかし、自見大臣のこの発言を機に、IFRS そのものを日本の会計基準

として採用する強制適用が延期になる可能性と延期ないし中止に対する産業界の期待が一気に

高まった。
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自見大臣がこのような発言をするに至った背景の一つには、IFRS 強制適用に対する産業界

からの慎重論があったことが推察される。実際、トヨタ自動車や日立製作所、三菱電機など製

造業を中心とする 21社が 2011 年５月 25 日付で金融庁長官宛てに IFRS 導入に対する慎重な

姿勢を求める意見書を提出している
4
。

もう一つの、そしてより大きな要因は、米国が IFRS の強制適用延期を発表したことである。

SECは 2008年８月に米国企業に対する IFRS の強制適用に関するロードマップ案公表の決議

をした旨を発表し
5
、11 月にロードマップを公表した

6
。そこでは、米国国内の登録企業に対し

て IFRS を強制適用するかどうかについて、一定の判断基準に照らして 2011 年に最終決定す

るということと、IFRS の強制適用を最終的に決定した場合には、2014 年から段階的に適用す

るということ、さらに一定の要件を満たしている企業については 2009 年 12 月 15 日以降の会

計期間から任意適用を前倒しして認めるということを示していた。だが、SECは 2010 年２月

24 日、IFRS の米国企業への適用に関するワークプランを完成することをスタッフに指示し、

IFRS 強制適用のスケジュールの見直しを示唆するとともに、2015 年までに任意適用を開始す

る可能性を残しつつも 2009 年 12 月 15 日以降に始まる会計期間についての任意適用について

は撤回する考えを示した
7
。これは、SECによる IFRS 採用の延期と捉えられている。

これ以降日本国内では IFRS 強制適用に関する議論が沈静化してきているように思われる。

また、2012 年７月に SECはワークプランの最終報告を公表したが、IFRS 適用の方針や方法、

時期などについての最終的な結論を示さなかったこともあって
8
、米国も IFRS に対して消極的

な姿勢を示していると捉えられたようである。

しかし、日本も米国もグローバルな会計基準としての IFRS の受け入れに対して再検討に転

じたと捉えてよいのであろうか。確かに日本では、IFRS の強制適用はないだろうという見方

をする人も増えたようではある。実際、ある調査では自見大臣の発言の影響で IFRS 導入の速

度が遅くなっているという結果が得られている
9
。では、米国も IFRS の受け入れから転進した

のであろうか。

かつて、日本が IFRS による財務諸表を受け入れるまでの過程が国際会計基準戦争として描

かれたことがある
10
。つまり、国際会計基準を受け入れるか否かの争いということであるが、「国

際会計基準戦争」にはもう一つの側面がある。それは、国際的な会計ルール作りにおける覇権

争いとして捉えることができるであろう。この戦争については、IFRS を受け入れる国が圧倒

的に増加し、国際会計基準戦争は IASB の勝利に終わったかのように思われるかもしれない。

だが、国際的な会計ルール作りにおける覇権争いは IASB と米国との間でいまだに継続中とい

うべきなのではないだろうか。

２．IFRSはどのようにして国際的な会計基準となりえたのか

周知のとおり、IASBの前身である IASCは 1973 年に国際会計士連盟に所属する９カ国の職

業会計士団体によって設定されたものである。IASCの目的は当初から国際的に通用する会計
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基準の作成にあったが、IAS は実のところ各国の会計基準の寄せ集めというべき性格のもので

あり、現実の会計基準として機能するには不十分であったというべきであろう。実際、1980 年

代半ばまでの IAS の基本的な考え方は「会計基準の国際的な調和化」を推進することであった。

したがって、IAS が行ったことは、各国の会計基準の調和化を図るためにさまざまな会計基準

を織り込むこととならざるをえなかったわけである。その結果作成された会計基準は多くの代

替的な会計処理を認めるものとなり、したがって、誰もが理解できる財務諸表をもたらすもの

とはなりえなかったわけである。

IAS が転機を迎えたのは、1987 年に証券監督者国際機構（IOSCO）が IASCの諮問グループ

として参加した頃である。IOSCOは当時の IAS は国際市場で資金調達を行う際に必要な財務

諸表を作成するにさいして従うべき会計基準たりえないと判断した。だがその一方で、IAS が

各国会計基準の寄せ集めから脱却して、比較可能な財務諸表をもたらすものとなった場合には

国際的な会計基準として認めるとして、IASC に課題を与えたのであった。これを受けて

IASCは比較可能性プロジェクトを発足させ、各国の会計基準の併記から一歩前進し、会計処

理を可能なかぎり一つに統一することにより国際的企業間比較を可能とする会計基準の作成を

目指したのである。そして、1989 年１月に公開草案として E32「財務諸表の比較可能性」を公

表し、IAS の改訂作業に着手した。その後６年間にわたって比較可能性改善プロジェクトの作

業は行われ、1993 年 11 月に比較可能性改善プロジェクトは一応の完成を見た。だが、翌年

IOSCOが下した評価は厳しいものであった。IOSCOはさらなる課題として、比較可能性プロ

ジェクトで取り扱われた項目以外に必要な項目を列挙した 30 のコアスタンダードを公表した。

IOSCOは IASCがコアスタンダードを完成すれば国際会計基準をクロスボーダーな資金調達

の際に用いる基準として承認することを検討するとしたのである。IAS は 1997 年、コアスタ

ンダード完成後の IASCの新たな役割を各国の基準の追認からもっと積極的に規範となるもの

を作成することに求め、戦略作業部会を発足させた。戦略作業部会は翌 1998年に『IASCの将

来像』
11
を公表し、組織改革を行うことを提案し、それを受けて IASBが発足することになる。

そして、2000 年５月、IASCコアスタンダードの評価を終えた IOSCOは、外国企業が多国間

での資金調達の際に国際会計基準による財務諸表を用いることをメンバー国の規制当局に受け

入れるよう勧告し
12
、ここに実質的に機能しうる国際会計基準が誕生したのである。この翌月、

EUは「財務報告戦略」を公表し、EUが域内上場企業に IAS を義務付ける方針を発表した
13
。

「財務報告戦略」では、まず 2005 年までに EU内で財務報告の比較可能性を確保すること、そ

のさい国際的に認められる基準として国際会計基準と米国 GAAPがあるが、米国 GAAPは詳

細すぎるし、その形成に EUは関与できるわけでもないことから国際会計基準を採用するのだ、

ということが述べられていた。

この時点では、国際的に通用する会計基準の第一候補は米国会計基準であったし、EUが域

内上場企業に IAS を義務付けるという考えはあくまで方針にすぎなかった。IAS はまだ実際

には使われていない会計基準であり、国際的な会計基準の候補にすぎなかったといえるかもし

れない。EUが域内上場企業に IAS を義務付ける方針を発表した当時は域内上場企業への IAS

グローバル会計基準の覇権争いは終わったのか（石川雅之）
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義務付けという方針はそれほど注目を浴びたわけではなかった。まだ方針の表明にすぎなかっ

たからなのか、あるいは重要なことは人事にありと見られていたのかもしれない。

その後 EUでは 2001 年６月に、欧州内で国際会計基準の適用に関する技術的・専門的支援を

行い IASB にコミットするとともに EU内で国際会計基準の開発に関する調整を行うための専

門集団として、欧州内の証券・会計に係わるさまざまなグループからなる欧州財務報告助言グ

ループ（European Financial Reporting Advisory Group＝EFRAG）を創設した。また、国際会

計基準の実務適用に関する指針として、2002 年４月には FEEがディスカッション・ペーパー

を公表するなど
14
、IAS の導入に向けた動きが加速していった。そして、2002 年６月に、EUが

域内上場企業に IAS を義務付けることを正式に決定した
15
。

IASB が IFRS 第１号「国際財務報告基準の初度適用」の公開草案を公表したのはこの翌月、

2002 年７月 31 日であった。正式に IFRS 第１号となったのは 2003 年６月で、2004 年１月１

日以降に始まる期間の財務諸表に適用されることとなった。コアスタンダード完成以降の実質

的な最初の基準案といえる IFRS 第２号「株式報酬」の公開草案の公表が 2002 年 11 月である

から、2002 年当時は IFRS はまだ未熟な基準であったということになる。

したがって、2002 年初めの段階では、国際的な会計基準の最有力候補としては米国基準以外

に考えられなかったといってよいであろう。ところが、2001 年 12 月２日、エンロン社が破産

法の適用を申請し倒産、これをきっかけとする会計スキャンダルは米国の企業会計や会計基準

の世界的位置づけを一変させることとなった。会計スキャンダル問題は議会でもとりあげられ

たが、上院の委員会で証言した IASBチェアマンの David Tweedieは、米国の GAAPは複雑

すぎるということを指摘するとともに、IAS であれば会計スキャンダルは起こらなかったであ

ろうということを述べたのであった
16
。

この後会計スキャンダル問題は一旦沈静化したものの、2002 年６月にワールドコムが倒産

し、再び会計スキャンダル問題に火がつくと再び米 GAAPが非難され、一連の会計スキャンダ

ルの結果を受けて７月には「2002 年企業改革法」（Sarbanes-Oxley Act of 2002）が制定される

こととなった。この会計スキャンダルにより、米 GAAPの権威は失墜、米国内からも叩かれる

事態となったのであるが、この時点で国際的な会計基準の第一候補は IFRS に入れ替わったと

考えてよいと思う。

そして企業改革法成立のおよそ３か月後の、2002 年 10 月 29 日ノーウォーク合意が公表され

たのであるが
17
、これによって IASB の会計基準が国際的な会計基準としての地位を固めるこ

ととなったといえるであろう。このことはある種の衝撃を与えるものであった。というのも、

自国の会計基準が世界一と自負する米国が後発の IFRS と歩調を合わせるはずはないと考えら

れていたからである。

EUの IFRS 採用により、EU 域内で資金を調達する日本企業も 2005 年からは IFRS による

連結財務諸表作成が義務付けられることとなり、いわゆる「2005 年問題」が注目を集めること

となるのであるが、当初日本では、実際には日本基準による財務諸表を多少修正すれば通用す

るであろうという考え方が支配的であったように思う。それは、米国が IFRS に歩み寄るよう
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なことはないであろうから、IFRS がそれほど世界的に力をもつことはないだろうと見ていた

からにほかならない。世界一の会計基準を擁する米国は、EU 域内上場企業に対する IFRS に

よる連結財務諸表作成義務については、米国基準による EU域内上場を認めさせることによっ

て解決するであろうというのが大方の見方であり、日本も同様の手法でいけばよいと思われて

いた。

だが、この頃から世界の多くの国が、IFRS受け入れの方針を固めていったのであった。た

とえば、オーストラリア、南アフリカが 2005 年から IFRS を適用することを決定、ニュージー

ランドも 2007 年から適用とし、カナダも 2006 年１月に、2011 年を目標に IFRSへ移行する戦

略計画を採択した。中国も 2006 年２月に多少カーブアウトした中国版 IFRS を公表し、2007

年から適用を開始した。2007 年には韓国が IFRS 採用へのロードマップを公表するとともに

グローバル会計基準の覇権争いは終わったのか（石川雅之）
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表 米国会計とIFRS関連の主な動き（SECワークプラン最終報告まで）

1973年６月 IASC設立

1987年６月 証券監督者国際機構（IOSCO）がIASCの諮問グループとして参加

1993年８月 IOSCO、IASCにコアスタンダードを指示

1994年６月 IOSCO、IASCの比較可能性プロジェクトに厳しい評価

1998年12月 IASCの将来像を公表

2000年６月 EC、EU域内上場企業の連結財務諸表にIFRSを強制適用するイニシアティブ発表

2001年４月 IASBに改組

2001年７月 ASBJ設立

2001年12月 エンロン破綻

2002年２月 D. Tweedie米議会で米国会計基準の規則主義の問題点を指摘

2002年10月 IASBとFASB、コンバージェンスに合意（ノーウォーク合意）

2005年１月 EU、域外国の会計基準の同等性評価開始

EU、域内上場企業の連結財務諸表にIFRS適用

2005年１月 ASBJとIASB、コンバージェンスに合意

2006年２月 FASBとIASB、コンバージェンスについてMOU締結2006年

2006年７月 企業会計審議会、「会計基準の国際的なコンバージェンスについて」公表（コンバージェ
ンスへの積極的対応表明）

2007年８月 ASBJとIASB「東京合意」発表（2008年末までに重要な差異26項目、その他を2011年６
月末までに解消）

2008年９月 IASBとFASB、コンバージェンスについてのMOU改定

2008年10月 企業会計審議会 企画調整部会でIFRS適用についての議論開始

2008年11月 SEC、IFRS適用に向けたロードマップ案公表

2009年１月 EU、域外上場企業に対して、IFRSまたは同等の基準適用を義務付け

2009年６月 企業会計審議会、「わが国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」公表

2010年２月 SEC、ワークプラン公表。早期適用撤回

2010年10月 SEC、「プログレスレポート」公表 IFRSが財務報告として有用かどうか考察

2011年５月 SEC、スタッフペーパー公表 コンドースメント・アプローチという概念打ち出す

2011年５月 産業界「我が国のIFRS対応に関する要望」提出

2011年６月 自見金融担当大臣発言

2011年11月 SEC、２つのスタッフペーパー「米国基準とIFRSの比較」「実務におけるIFRSの分析」
を公表

2012年７月 SEC、ワークプラン・最終報告書を公表。



韓国語版 IFRS を公表した。このようにある国は IFRS とのコンバージェンスを選び、ある国

は IFRS のアドプションを選択した。知ってのとおり、日本はコンバージェンスを選び、2007

年８月８日には東京合意を結んだのである。この頃にはすでに IFRS は世界基準としての地位

を固めていたのである。

また、2007 年７月には、SECは IASBが公表する IFRS に完全に準拠している場合、米国会

計基準への調整表作成を不要とする規則改正案を公表した。そして、12 月には最終規則を公表

し、米国での IFRS受け入れが実現することとなったのである
18
。

コンバージェンスが終了すれば、各国の会計基準と IFRS との差異がなくなるのであるから、

実質的にアドプションに近いかたちとなるわけであり、あとは、各国の企業に IFRS 採用を強

制適用するか否かという問題に行き着くことになる。米国も外国企業に対して IFRS による財

務諸表を修正なしで受け入れることとしたのであるから、内国企業に対して IFRS による財務

諸表を認めること、さらには全上場企業についていつから IFRS の適用を強制するかが残され

た問題とみられていた。こうして、IFRS はグローバルに受け入れられた基準となったわけで

ある。

３．IFRSに対する SECのスタンス

IFRS は 2008年頃には唯一のグローバルに受け入れられる唯一の会計基準とみられるよう

になっていた。その頃の日本での関心は、いつ米国は IFRS を全上場企業に強制するのか、日

本も IFRS の全上場企業への強制を決定しなければならないのかということであった。関心と

いうよりはむしろ戦々恐々といったほうがよいかもしれない。だが、米国が IFRS 強制適用の

スケジュールの見直しを示唆した頃から IFRS に対する関心は変化したように思われる。

そもそも SECが IFRS に対してどのようなスタンスをとろうとしているのかは、公表され

た文書や関係者のスピーチ等を通じて推測するしかない。どのようなスタンスをとるのかは全

体の戦略にも関係することであるから、SECがそのことについて名言するはずもなければ、そ

の必要もないからである。一部には 2010 年２月に米国が IFRS 強制適用のスケジュールの見

直しを示唆したあたりから、米国の IFRSへのスタンスに変化が生じてきたと捉える向きもあ

るようである。そこで、SECの最近の報告書を手掛かりに、IFRS に対する SECのスタンスが

どのように変わってきているのかを整理することとしよう。

⑴ 2010 年２月 24 日 SECが IFRS 適用延期を発表

SECは 2010 年２月 24 日、米国上場企業へ IFRS の適用を 2015 年以降にすると発表した。

SECが 2008年 11 月に発表したロードマップ案
19
では、IFRS の適用の可否を 2011 年に正式

決定し、適用する場合は 2014 年から段階的に進めるとしていた。ところが、2010 年２月の声

明では、適用可否を 2011 年に決めるという予定自体は変えなかったものの、強制適用を 2015
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年以降に先延ばしするとともに、2009 年 12 月以降に始まる会計期間から米国企業について認

めていた IFRS の早期適用認可も撤回した。同時に SECが主体となって IFRS 適用の判断に

向けたワークプランを策定し、IFRS の米国への取り込み方に関する具体的な検討を開始する

としたのである。

ワークプランは①米国内報告制度としての IFRS の開発および適用の十分性、②基準開発の

独立性、③ IFRS についての投資家の理解と IFRS の教育、④会計基準変更によって生じる規

制を取り巻く状況の検証、⑤企業へのさまざまな影響、⑥人的資源の整備の６項目からなるも

ので、米国の公開企業に適用される財務報告システムを IFRS を組み込んだものに移行すべき

か否か、移行するとすればいつか、またどのように移行すべきかについて SECが判断するうえ

で、関連する具体的な領域と要因について検討することを目的としている。

この声明が米国における IFRS 導入の決断を遅らせるものであることはまちがいないのであ

るが、IFRS 導入に対して後ろ向きの姿勢に転じたものといってよいのかは疑問に思う。実際、

この報告書では米国基準と IFRS とのコンバージェンスを推進するというスタンスを崩してい

るわけではない。

⑵ 2010 年 10 月 29 日 SECワークプランプロジェクトの中間報告を発表

SECは 2010 年 10 月 29 日、ワークプランプロジェクトの中間報告を発表した
20
。この中間報

告でも IFRS 適用の判断に関するような評価はなされていない。２月の時点で課題とした６項

目について明らかになったことを記述しているだけである。その６項目のうちの最初の２つは

IFRS そのものとルール設定に関する検討事項であり、残りの４つは移行に関する検討事項で

あるが、中間報告では１と２に多くのページを割いている。

この報告書について注目すべき点があるとすれば、アドプションという用語を使用せず、代

わりにインコーポレーションという用語を使用するようになった点である。そして、各国の

IFRS 適用のアプローチについて調査した結果として、EUは「エンドースメント」であり、中

国は「コンバージェンス」であると述べている。エンドースメントは IFRS を各国で採用する

ために承認手続を設定する方法であり、コンバージェンスは IFRS を直接採用することはせず

に、各国の会計基準を IFRS に近づけるというものである。この方法では規制当局は自国の会

計基準を保持でき、自国の利益を守ることができるが絶えず IFRS に近づけるよう努力を続け

る必要があるとだけ述べている。

⑶ 2011 年５月 26 日 SEC がスタッフペーパー「IFRS 取り込みの方法に関する探

索」を発表

2011 年５月 26 日、SECは米国公開企業の財務報告制度への IFRS 導入を検討するための

ワークプランの一環として、IFRS の導入方法に関するスタッフペーパーを公表した
21
。このス
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タッフペーパーは、ワークプランの一環として、米国の財務報告システムへ IFRS を組み込む

方法の選択肢の一つを説明したものである。

この報告書によれば、IASB が公表した基準を完全にそのままのかたちで用いるアドプショ

ンは、IASBが公表した IFRS からの乖離がない反面、規制当局が IASBに依存するかたちとな

り、この方法を採用している国はほとんどない。実際には世界各国が IFRS を導入するにさい

しては各国は何らかの組み込みプロセスを経て IFRS を採用しており、その方法は大きく分け

ればコンバージェンス・アプローチとエンドースメント・アプローチの２つである。前者は自

国の会計基準を時間をかけて IFRS に近づけていくもので、中国はこの方法をとっている。後

者は個々の IFRS について承認プロセスを経て自国の会計基準に組み込むもので、EUがこの

方法をとっている。

スタッフペーパーは、コンドースメント・アプローチなるものを提示しているが、コンドー

スメント・アプローチとは、コンバージェンス・アプローチとエンドースメント・アプローチ

を組み合わせたようなもので、コンドースメントというのは SECのスタッフによる造語であ

る
22
。

このアプローチでは、特定の時期に IFRS すべてを一度に取り込んで IFRS に移行するので

はなく、一定の移行期間を通じて米国会計基準を順次改訂して IFRS との差異をなくし、その

後は新たな IFRS を米国基準に組み込む際に、FASB が IFRS規定の修正・追加の権限を有し

ながら、承認プロセスを通じて IFRS を米国基準に組み込むというものである。

スタッフペーパーでは、さらに IFRS移行後の SEC や FASB の役割にも言及しており、

FASB は米国基準の開発・改訂に注力するよりも、IFRS の開発により重きをおくべきである

としている。なお、このアプローチでは、移行期間として５年∼7年が想定されており、仮に移

行期間を５年とした場合には、IFRSへの移行は早くても 2016 年か 2017 年、移行期間を７年

とすれば 2018 年か 2019 年ということになるので、2008 年のロードマップに示されていた

2014 年から段階的に適用という当初の予定より大幅に遅れることになる。ただし、このことを

もって米国は IFRS移行に後ろ向きな姿勢に転じたとか、IFRS の強制適用をやめたと断じる

ことは不適切である。

⑷ 2011 年 11 月 16 日 SECがスタッフペーパー「米国基準と IFRS の比較」「実務

における IFRSの分析」を発表

SECは 2011 年 11 月 16 日、IFRS 適用の判断に向けたワークプランの一環として２つのス

タッフペーパーを公表した
23
。一つは「IFRS 適用の分析」と題するもので、IFRS を適用してい

る 183社の財務諸表を分析したものである。もう一つは「米国会計基準と IFRS の比較」と題

するもので、米国の会計基準と IFRS のフレームワーク間の差異をまとめたものである。

「IFRS 適用の分析」では、IFRS に基づく会計方針を明確に説明していない企業があること

や会計方針の開示が十分でないものがあるほか、用語の利用が IFRS の内容と矛盾するもの、
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自国の会計基準をガイドラインとしていると思われるものなどがあり、企業の取引内容がどの

ように財務諸表に反映されているのか理解困難なものも見受けられたとしている。また、

IFRS に準拠した会計処理が行われているのか疑わしいケースもあったが、重大な逸脱かどう

かを判断するだけの情報はなかったとしている。

IFRS が原則主義で細則を定めないため、それぞれの国の基準設定者が示すガイドラインや

解釈や慣習として企業がこれまで行ってきたものに頼っているため、同一の国の企業同士につ

いては比較可能性を損なう多様性が少なくなる反面、世界的なレベルでは比較可能性は低下さ

せる可能性があると指摘している。

「米国会計基準と IFRS の比較」では、米国会計基準と IFRS の規定が相違する領域の特定が

行われ、米国会計基準は IFRS よりも詳細かつ具体的な規定を含んでいること、IFRS は全業種

の取引に適用される広範な会計処理の原則をもつているものの、具体的な指針が限定されてい

ることをしてきしている。

この２つのスタッフペーパーも米国の財務報告制度に IFRS を組み込むべきか否かに関する

評価は行っていない。あくまで、SECが IFRS 適用に関する意思決定を行うための参考情報で

あるという立場をとっているものといえる。

⑸ 2012 年７月 13 日 SECが IFRS ワークプランに関する最終報告書を公表

SECは 2012 年７月 13 日、IFRS 適用に関するワークプランの最終報告書を公表した
24
。こ

の報告書は、これまでのワークプランを通じてスタッフが学んだことを要約したものであって、

米国の財務報告制度に IFRS を導入するべきか、導入する場合にはどのように行うべきかに関

して提言するものではない。その問題については SECが引き続き分析および検討を行ってい

くべきという立場をとっている。

ただ、ワークプランの実施に当たり、スタッフは、どのような方法で IFRS が米国財務報告

システムに組み込まれうるかについてさまざまな選択肢を検討した結果、スタッフは、IFRS

を権威あるものとして米国発行者に利用させる選択肢は、米国においてはほとんど支持されて

いないことを認識した。そして、他の IFRS 導入方法を探索することが実質的な支持を得られ

ると認識しワークプランを進めたという。

スタッフの調査結果は、IFRS の開発、解釈に関するプロセス、IASBによる各国会計基準設

定機関の利用、グローバルな適用と強制、IASBのガバナンス、投資家の理解という７つの項目

に要約されている。IFRS の開発については、IASBの基準書は概して高品質であるものの、開

発が不十分な領域も残されている。市場関係者は米国基準よりも IFRS のほうが不備な点が多

いと考えている。解釈に関するプロセスについては、基準の十分メンテナンスには適時にかつ

適切な解釈指針を提供することが不可欠であるが、この点については最近の組織変更により対

処できるかもしれないが、今のところは明らかではない。IASB による各国会計基準設定機関

の利用に関しては、IASB は各国の会計基準設定機関と情報や意見交換を行っているが、各国
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の会計基準設定機関にもっと依存することを検討するべきである。グローバルな適用と強制に

関しては、単一の高品質で世界的に認められた会計基準が有用であるためには首尾一貫した適

用が必要であるが、IFRS が国際的に同じように適用されるためにはまだ改善の余地がある。

IASB のガバナンスについては、IASB は特定の資本市場に重きをおいた基準の開発を行えな

いため、米国の資本市場を保護するための仕組みが必要である。資金調達の状況については、

民間の非営利組織である IFRS 財団は資金調達メカニズムを有しているとはいえ、大手会計事

務所からの拠出に引き続き依存していることに懸念がある。投資家の理解については、SECス

タッフは、会計基準の開発と利用に関する投資家の関与と教育をどのように改善するかについ

て今後検討していくつもりである。

最終報告でありながら、米国企業への IFRS 適用の方針や方法、時期などについての最終的

な結論を示す記述がないことを惜しむ声もあるが
25
、最終的な結論を示す記述がないからといっ

て米国が IFRS 導入について消極的であると捉えることはできない
26
。上に見たこれまでの

SECの公表した文書を見るかぎり、むしろ、IFRS 導入への着実なステップを踏み出している

という解釈だって可能である。IFRS 導入に向けて真剣に取り組んでいるからこそ、時間がか

かるようになっているとも考えられるからである。

４．米国は路線転換したのか

日本にも IFRS 導入について積極論者と消極論者がいるように、米国にも積極論者もいれば

消極論者もいると考えてよいであろう。このことは SECの内部にもあてはまるのかもしれな

い。もしも、SEC内部に IFRS 導入について異なる意見をもつものがいるとすれば、どのよう

な立場のものがどのような考えをもっているかによって、SECの動きが左右されることもあり

うるであろう。

たとえば、Christopher Cox前 SEC委員長は IFRS積極論者として知られている。実際、

Cox前委員長の時代には IFRS 導入に向けた動きは活発であったといえるのではないだろう

か。それに対して現委員長であるMary Schapiroは消極論者であるかどうか定かではないが、

少なくとも積極論者であるようには思えない。むしろ、IFRS 導入慎重派といえるかもしれな

い。

2009 年１月に大統領が共和党の George Bushから民主党の Barack Obamaに代わり、SEC

の委員長も Christopher CoxからMary Schapiroに交代した。このことが IFRS 強制適用に関

する意思決定に何らかの影響を与えることも考えられる。実際 SEC 前委員長の Christopher

Coxが IFRS の導入に対して積極的であったのに対して、Mary Schapiro委員長は IFRS に関

してほとんど発言していないことが指摘されている
27
。また、2009 年１月 20 日の SEC委員長

就任に先立つ１月 15 日に行われた上院の銀行住宅都市問題委員会の公聴会に次期 SEC委員長

就任予定者として招かれた Schapiroは IFRS に関して、IFRS は米国基準ほど細かく規定され

ておらず、解釈の余地が大きいことや、米国基準から IFRS に移行するには一企業あたり 3200
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万ドルという膨大なコストがかかるということを懸念しているということと、既に発表された

ロードマップに縛られず再検討したいということを述べている
28
。

この時期には、コミッショナーの１人は IFRS推進派といえる Kathleen Caseyであった。

Caseyは 2011 年６月の講演で、IFRS を推進しないことのリスクはあまりにも大きすぎ、もは

や米国は IFRS 導入に関する意思決定を先延ばしすべきでないと述べていた
29
。もっとも

Caseyの任期は 2011 年８月で終わっている。また、IFRS 導入に関して積極的であったとみら

れるチーフ・アカウントであった James Kroekerが 2012 年７月に SECを退任している。比較

的、最近 IFRS 導入に関して発言している SECのスタッフとしては、コミッショナーの Elisse

Walterくらいかもしれない。Elisse Walterは FAFの席上で、IFRS の導入に関する決定はい

かなるものであれ、新たに公表される IFRS の基準を FASBが是認するものでなければならな

いという見解を披露している
30
。

こうしてみると、IFRS 導入に関して積極的であったスタッフが現在少なくなっているよう

に思われる。ただし、このことが IFRS に対する SECの距離感を変えたかどうかは実際のと

ころ明らかではない。

たしかに IFRS 導入に関する決定が当初の予定よりも遅くはなっている。SECは 2011 年５

月のスタッフペーパーで、IFRS の一部の基準についてはそれを承認して導入するエンドース

メントと、その他の基準については徐々に近づけていくコンバージェンスを組み合わせたコン

ドースメント・アプローチを発表し、5∼7年の準備期間をおくとした。これはある意味では路

線転換といえるかもしれない。しかし、IFRS の強制適用の開始時期が遅くなったということ

と IFRS の強制適用の可能性は極めて低くなったということはまったく別物であるということ

に注意が必要である。米 IFRS 導入に関する決定の遅れをもって国における IFRS の強制適用

の可能性がなくなったと考えるのは早計である。

５．IFRSを採用することの意味

IFRS の導入といっても、国内基準と IFRS とのコンバージェンスを進める、IFRS による財

務諸表を受け入れる、全上場企業への IFRS の強制適用などいくつかのかたちがありうる。今、

問題となっている IFRS の導入は IFRS の強制適用である。ただし、強制適用にも全上場企業

への強制適用だけでなく、海外で資金調達する企業に対してのみの強制も考えられる。時々日

本では、海外で資金調達する企業に対しては IFRS を適用するとしても、国内だけで資金調達

のまにあう企業にまで IFRS を強制する必要はないのではないか、という声も聞かれる。だが、

そのようなあり方は二重基準を求めることになり、不適切といわざるをえない。

そもそも、なにゆえ会計においてグローバル基準が求められるかというと、市場ごとに異な

る基準の存在が不都合と感じられているからであろう。IFRS は高品質でグローバルな会計基

準を謳っているが、高品質でグローバルな会計基準の有用性は多くの人が認めるところである。

かつては、会計基準のためのロビーイングといわれたように、財務諸表の作成者側のニーズへ
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の配慮が会計基準の設定において重要事項であったが、今日では財務諸表の主たる利用者であ

る投資家側のニーズが前面に押し出されている。投資家側のニーズにかなうものが高品質でグ

ローバルな会計基準であることはまちがいない。

だが、高品質でグローバルな会計基準の有用性は多くの人が認めると思われるが、それが

IFRS であるとはかぎらない。現在の IFRS の受け入れに対して反対の意見が強い一つの理由

は、IFRS が高品質でグローバルな会計基準を謳ってはいるものの、それが高品質であるとは

感じていない人が少なからずいるからであろう。高品質とはどのようなものをいうのかが明ら

かにされないままに、IFRS がグローバルスタンダード化していることに抵抗を感じる人は多

いはずだ。

しかし、世界はグローバルスタンダードを求めて動いており、IFRS はグローバルスタンダー

ド（に近いもの）として機能し始めている。それでも、単純に IFRS が世界基準としての地位

を確立したと捉えるべきではない。真のグローバルスタンダードとなるためには、世界で最大

の市場である米国で受け入れられる必要がある。米国で受け入れられないかぎりは準グローバ

ルスタンダードの地位に甘んじなければならない。

だが、米国にとってもグローバルスタンダードが必要なことはまちがいないし、国際的に通

用し始めているものとして IFRS を意識しないわけにはいかない。国内市場が収縮を続ける中

で、海外への依存度はこれからますます高くなっていくことは明らかである。そのような状況

の中で、IFRS を採用することは、たとえ導入時に企業のコストになったとしても、長期的な視

野に立って一国の経済への影響を考えた場合には必要なことかもしれない。

とはいえ、自国の会計基準こそが世界一と考えてきた米国にとって IFRS の導入は２つの面

で受け入れがたいものがある。一つは、会計基準の覇権の問題である。今日のまま IFRS を受

け入れてしまえば、米国は国際的な会計基準設定における覇権を失うことになりかねない。競

争というのはルールに従って行うものではあるが、競争が始まるのはルールができてからでは

なく、ルールを作る段階から始まるものである。経済に関するルールの一つである会計基準に

おいてもそれは同じことである。競争によって支えられる現代資本主義経済において、会計基

準設定における覇権を握るか失うかは非常に大きな問題である。

もう一つは、現在の IFRS がアバウトすぎるということである。すなわち、原則主義を基本

とする IFRS が米国に適合するのか疑問であるとともに、財務諸表作成者にも不安を与えるこ

ととなろう。ただし、EUではすでに IFRS が採用されて久しいわけであり、IFRS が会計基準

として機能していることは明らかである。もっとも、原則主義がどれだけ比較可能性をもたら

しうるのか定かではないし、IFRS を解釈するうえでは、2011 年 11 月 16 日の SECスタッフ

ペーパー「実務における IFRS の分析」に示されているように、各国独自の会計基準がベース

になっていることが推測される。

だが、すでに IFRS が現実に用いられていることはまぎれもない事実であるとともに、IFRS

がグローバルスタンダードに最も近い場所にいることも否めない。そうした状況の中で米国が

とりうる道はどのようなものであろうか。
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一つの方法は、IFRS の棄却つまり米国独自の基準で行くと宣言することである。ただし、

これは非現実的である。そもそも、米国自体が IASB のメンバーである以上、IFRS の作成に

ついては何がしかの責任を有しているはずである。IFRS を捨て去るのであれば、まず IASB

から離脱しなければならない。だが、そうなると、米国外の企業に対して、グローバルな会計

基準として米国基準か IFRS を選択させることになり、世界的な会計基準の覇権を握るという、

最も大事なことがなされないことになってしまう。

とすれば、米国がとりうるもう一つの方法として、IFRS を飲み込むこと、すなわち米国基準

が IFRS に歩み寄って同一化するのではなく、IFRS を米国基準のほうに歩み寄らせて同一化

し、IFRS として世界的に受け入れられるようにするという方法が有力なものということにな

るであろう。

今後米国は、米国規定が IFRS に反しないかたちに変えていくであろう。もちろん IFRS を

できうるかぎり米国基準に近づけながらである。そして、米国規定が IFRS に反しないかたち

になった場合には、米国規定に従っているかぎりは、IFRS にも準拠しているといえることに

なる。ただ、IFRS は原則主義であり、米国は規則主義である。米国は、米国内に上場する企業

については、IFRS に準拠し、かつ IFRS の具体的適用については米国基準やその解釈指針等に

従うことを求めればよいのである
31
。もちろん、そうしたからといって米国に上場していない

企業、する気もない企業は米国基準を参照する必要はない。それでも、実質的な IFRS の解釈

指針として影響力をもつことになるであろう。それは、米国基準も満たし、かつ IFRS にも従っ

ているほうが比較可能性の面ですぐれたものとなる可能性が高いからである。

すでに米国は 5∼7 年をかけて米国基準を段階的に IFRS に近づけていくことを公表してい

るが、このことは IFRS 導入の最終的段階を見越しての方針のように思われてしかたがない。

つまり、IFRS 導入を決めたら一度に IFRS に切り替えるビッグバーン方式ではなく、時間をか

けて徐々に IFRS を米国基準のほうに歩み寄らせて同一化し、そして米国基準を IFRS として

世界的に受け入れられるようにするという作戦である。この作戦が着実に遂行されているとい

うことを示す決定的なものはないが、米国が IFRS に対してどのように接するのかという中長

期的な展望をもっていないはずがない。いずれ何らかの動きがあることはまちがいない。

米国の経済政策は民主党が政権をとるか、共和党が政権をとるかによって左右されることが

多々あるのは事実であり、選挙結果や人選が SECの行動に影響を及ぼしうることも確かであ

る。しかしながら、党派や人選を超えたところにグローバルスタンダード戦略というものが考

えうるのではないだろうか。

６．おわりに

近年の SECを見るかぎりでは、IFRS の採用に向けた動きは鈍化しているように見受けられ

る。だが、IFRS の強制適用の開始時期が遅くなったということと IFRS の強制適用の可能性

は極めて低くなったということはまったく別物であって、このことだけをもってして、米国に
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おける IFRS の強制適用の可能性がなくなったと考えることはできない。現在の SECのス

タッフを見るかぎり、IFRS積極論者が少なくなったようにも思えるが、IFRS 導入に向けて着

実に歩みを進めているようにも思える。

忘れてならないのは、競争はルール作りから始まるということである。だからこそ、グロー

バルスタンダードの覇権争いから米国が撤退するはずがない。ただし、米国基準か IFRS かと

いう対立構造をとる必要はない。また、IFRS というすでに世界中に普及した基準があり、し

かも米国自身もその作成側にかかわっているのである。こうしたことを考え合わせれば、米国

にとって都合のよい方法は IFRS を迂回して実質的に会計基準の覇権を握るというやり方であ

ろう。ただし、IFRS を迂回するかぎりは、完全に会計基準の覇権を握るというかたちにはな

らない。

国際会計基準戦争とは IFRS を受け入れるか否かという問題ではない。国際会計基準を誰が

支配するのかという問題である。したがって、IFRS 採用への動きが停滞している状況を歓迎

するのは戦略的な観点からすると非常に消極的である。IFRS 採用とした場合の日本企業の考

え方はおおよそ固まっているとみてよいであろう。それは経団連の主張に代表される考え方で

ある。経団連が主張するところは、IFRS の適用を上場企業の連結財務諸表に限定し、個別財

務諸表や直接開示を行わない中小企業、上場企業の連結子会社に対しては、その影響を最小限

に留めるというものである
32
。上場企業でも、国内でしか資金調達しない企業については対象

外とすべきだという声もあるようだが、そうした場合には一市場に二基準ということになって

しまい、グローバルスタンダードを採用する意味がなくなってしまう。

ただ、問題点として IFRS は必ずしも良い会計基準ではなく、したがってそのようなものを

国際的なデファクト・スタンダードとして受け入れざるをえない状況は好ましくない、という

点は考慮を要する。たしかに、今日の IFRS を国際的に通用する IFRS として受け入れるのか、

姿の変わった IFRS を受け入れるべきかという問題がある。今日の IFRS が高品質な会計基準

といえるかどうかについては、疑問を呈する人は少なくない。だが、その一方でグローバルに

通用する会計基準のメリットは強く認識されている。そうであれば、良い会計基準を作ってそ

れを国際的なデファクト・スタンダードとするという姿勢のほうが前向きなのではないか。一

時は IFRS黒船論が優勢な時期もあったが
33
、すでに IFRS を黒船として捉える時期は過ぎ去っ

ている。そうであるならば、グローバルスタンダードの作成に積極的に参加したほうがよい。

とすれば、グローバル会計基準の覇権争いは終わったのか、という問いに対する答えは否であ

る。覇権争いはこれからも続く。ただし、これからは、覇権をとられないように、つねに相互

に牽制することになるのではないだろうか。
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